
 

 

 

 

令和３年５月１４日 

各 位 

会 社 名  近鉄ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ株式会社 

代 表 者 名  取 締 役 社 長  小 倉 敏 秀 

コード番号  ９０４１   

上場取引所  東 京 （ 第 １ 部 ）        

問 合 せ 先        総合企画部長   増 田 充 康 

（ＴＥＬ ０６－６７７５－３４２７） 

 

「近鉄グループ中期経営計画２０２４」の策定について 
 

 当社では、このたび、「近鉄グループ中期経営計画２０２４」を策定いたしましたので、お知

らせいたします。 

記 

１．経営計画見直しの方向性 

（１）見直しに至った経緯 

   当社は２０１９年５月に、長期目標と２０２３年度までの中期計画からなる「近鉄グルー

プ経営計画」を策定し、当社グループの持続的成長を目指し、事業を推進してまいりました。 

   しかしながら、２０２０年２月以降の新型コロナウイルス感染症の拡大による経済活動の

規制、人の移動の制限により、当社グループは甚大な影響を受けております。２０２０年度

の過去最大の赤字計上により財務基盤が悪化し、計画の前提となる事業環境も大きく変化し

たため、当社グループの事業のあり方そのものの見直しが必要となりました。 

   当社グループが持続的な成長軌道に戻るために、２０２４年度までをコロナ禍からの回復

期と位置づけ、新たな事業展開と飛躍に向けて経営基盤を再構築する必要があると考え、経

営計画の見直しを行いました。 

 

（２）アフターコロナ社会における当社グループの役割 

   当社鉄道沿線をはじめとする地域社会においては、従前から高齢社会、人口減少等の地域

の課題解決が求められていましたが、今般のコロナ禍により、働き方の変化、住まい方の見

直し、デジタル化の加速などライフスタイルに大きな変化が生じ、この変化は今後定着して

いくものと認識しております。 

   新しい価値観が必要とされるアフターコロナ社会において、当社グループは、住みたいま

ちで働ける社会を共に創る、人が共に助け合う社会の一員となる、心を豊かにする観光を共

に育てる、豊かな生活環境を共に育むことにより、地域やそこに暮らす人々と共に、豊かな

社会の実現に貢献し、地域の発展と事業利益の拡大の両立を図りたいと考えております。 

 

（３）見直しの方向性 

   コロナ禍による事業環境の変化により、当社グループは、移動需要の激減、観光需要の消

失など一時的な影響だけでなく、通勤・出張需要の減少、オンラインビジネスの拡大、都心

一極集中から地域分散型社会への移行など恒常的な影響を受けるものと認識しております。 



 

 

今後の事業環境の変化を踏まえ、経営計画の見直しにあたり、３つの方向性を定めました。 

 

① コスト構造の抜本的見直しと保有資産の入れ替えにより、財務健全性の改善に努め、成

長のための基盤を再構築いたします。 

② グループシナジーを最大限発揮しながら、アフターコロナ社会に対応した新たな事業展

開により、収益力を強化いたします。 

③ 個人の消費動向の影響を受けやすい事業ポートフォリオの見直しにより、リスク耐性を

強化いたします。 

 

２．「近鉄グループ中期経営計画２０２４」の概要 

（１）基本方針 

 

コロナ禍から回復し、新たな事業展開と飛躍に向かうための経営改革 

 

（２）重点施策 

計画初年度の２０２１年度は、徹底的なコスト削減や事業運営体制見直しによる黒字転換、

保有資産のオフバランス化などによる有利子負債の削減、自己資本の修復に集中的に取り組

みます。 

２０２２年度以降は、継続的な事業運営効率化による損益分岐点の引き下げとともに、ア

フターコロナ社会に対応した新たな事業展開の加速により収益力を強化し、次の飛躍へとつ

なげてまいります。 

 

① コスト構造の抜本的見直し 

各事業において事業のあり方をゼロベースで見直し、大胆な構造改革を実施すること

で、各事業の損益分岐点の引き下げ、継続的な事業運営効率化を図ります。 

② 有利子負債の早期削減 

事業構造の再構築による収益力の回復とあわせ、保有資産のオフバランス化やノンコ

ア資産の処分などにより、有利子負債を早期削減いたします。 

③ 外部パートナーとの連携強化 

地元自治体や外部企業との連携を図り、新たな知見を導入した既存事業の競争力強化

と新規事業の創出を図ります。 

④ 事業ポートフォリオの変革 

Ｍ＆Ａなどを活用したビジネス拡大により、事業ポートフォリオのリスク耐性を強化

いたします。 

⑤ ＤＸによる新規事業・サービスの創出 

グループ全体でＤＸを推進し、各事業のリアルの強みを活かしたオンラインビジネス

を拡大いたします。 

⑥ 地域の課題解決を目指したまちづくり 

都市・郊外・観光地など地域特性や規模に適応したまちづくりを通じて、地域の課題

解決に取り組み、沿線の価値向上を図ります。 



 

 

（３）計画期間 

    ２０２１年度～２０２４年度（４年間） 

 

（４）財務戦略 

２０２４年度末に有利子負債１兆円未満、自己資本比率２３％以上を目標に、財務健全性

を早期に改善してまいります。設備投資については有利子負債の削減に最優先で取り組むこ

とから可能な限り抑制し、株主還元については自己資本の積み上げによる早期の復配を目指

してまいります。 

 

（５）目標とする経営指標 

 

連結指標 
２０１８年度 

（実績） 

２０２０年度 

（実績） 

２０２４年度 

（目標） 

 

営業利益 ６７７億円 △６２１億円 ６５０億円以上  

有利子負債 １兆５５９億円 １兆１，８２２億円 １兆円未満  

有利子負債／ＥＢＩＴＤＡ倍率 ８．８倍 － ８倍台  

自己資本比率 １９．７％ １６．４％ ２３％以上  

※ＥＢＩＴＤＡ＝営業利益＋減価償却費 

 

（参考資料） 

「近鉄グループ中期経営計画２０２４（２０２１年度～２０２４年度）」 

 

以 上 
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